
自主財源
59億1,071万円（43.8％）
町が自ら収納できるお金

依存財源
75億8,648万円（56.2％）
国や県などから入るお金
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令和 3 年度令和 3 年度
決算概要決算概要

令和 3年度の町の収入と支出の
実績を表す決算が、町議会定例
会 9月会議で認定されました。
一般会計では歳入が約 135 億
円、歳出が約 129 億円となりま
した。ここでは決算の概要につ
いて紹介します。

●過去 10年の歳入、歳出の決算規模
令和３年度決算は、前年度と比較して歳入は 18億 2616 万円減、歳
出は 19億 7131 万円減となりました。

歳  入
134億9,719万円

諸収入諸収入 1億3,835万円（1億3,835万円（1.01.0％）％）
分担金および負担金分担金および負担金 1億4,832万円（1億4,832万円（1.11.1％）％）
財産収入財産収入 1億758万円（1億758万円（0.80.8％）％）
使用料および手数料使用料および手数料 8,178万円（8,178万円（0.60.6％）％）

その他その他
4億7,603万円（3.5％）4億7,603万円（3.5％）

町税
38億5,778万円（28.6％）

町民の皆さんから町に納めて
いただいた税金

繰入金
4億5,530万円（3.4％）

基金（町の貯金）を取り崩して
繰り入れるお金

繰越金繰越金
4億1,044万円（3.0％）4億1,044万円（3.0％）

前年度の会計から繰り越されたお金前年度の会計から繰り越されたお金

寄附金寄附金
7億1,116万円（5.3％）7億1,116万円（5.3％）

町へ贈与されたお金町へ贈与されたお金
ふるさと納税も含まれますふるさと納税も含まれます

地方交付税地方交付税
23億1,434万円（17.1％）23億1,434万円（17.1％）

町の財政力に応じて、国から町の財政力に応じて、国から
交付されるお金交付されるお金

国庫支出金国庫支出金
26億926億9,,254万円（19.9％）254万円（19.9％）

事業に対する国からの補助金事業に対する国からの補助金

県支出金
9億567万円（6.7％）

事業に対する県からの補助金

交付金・譲与税など
10億4,152万円（7.8％）

町民の皆さんが国や県に
収めた税金が町へ交付・贈与
されたもの

町債町債
6億3,241万円（4.7％）6億3,241万円（4.7％）

公共投資などに伴う町の借金公共投資などに伴う町の借金

歳　　入歳　　入
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民生費
総務費
土木費
公債費
衛生費
教育費
農林水産業費
消防費
その他

164,160円
92,794円
56,942円
48,578円
38,566円
36,063円
21,601円
12,623円
11,713円

町税
国庫支出金
地方交付税
寄附金
町債
その他

143,990円
100,498円
86,382円
26,544円
23,604円

122,759円

町税

国庫
支出金

地方
交付税

町債

県支出金

歳出
483,040 円 503,777 円

歳入

＊

　歳入に占める、自主財源
と依存財源の割合です。自
主財源の割合「自主財源比
率」が高いほど、国や県な
どへの依存度が低く、財政
が健全と判断できる一つ
の基準となります。令和 3
年度は、自主財源比率は
43.8％で前年度比 4.7㌽増
加、依存財源比率は 56.2％
で前年度比 4.7㌽減少しま
したが、近年依存財源比率
が高い傾向にあります。

　町税は市町村たばこ税の
増収などにより、前年度比
約 3 千万円増加し、高い
数値を維持しています。町
債は公共事業などに係る経
費の減により、前年度比約
5千万円減少しました。国
庫支出金は子育て世帯等臨
時特別支援事業に係る国補
助が増となった一方、昨年
度の特別定額給付金関連の
補助金が非常に大きかった
ため、前年度比約 20 億 5
千万円の減となりました。

財 源 の 推 移財 源 の 推 移

主な歳入科目の決算額推移主な歳入科目の決算額推移

町民一人当たりの歳入出額町民一人当たりの歳入出額 （令和 4 年 3 月 31 日の人口 26,792 人で算出）（令和 4 年 3 月 31 日の人口 26,792 人で算出）
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特 別 会 計 収　入　額 支　出　額 公営企業会計 収　入　額 支　出　額

国民健康保険事業 25億2,303万円 24億9,007万円 水道
事業

収益的 9億1,288万円 6億3,043万円

介 護 保 険 事 業 24億8,604万円 22億9,945万円 資本的 2,415万円 5億9,838万円

後 期 高 齢 者 医 療 2億3,224万円 2億2,877万円 下水道
事業

収益的 12億3,597万円 10億2,855万円

資本的 3億2,814万円 7億3,423万円

（千円を四捨五入）
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　総務費は特別定額給付金
の皆減により前年度比約 22
億 7 千万円減少しました。
民生費は子育て世帯生活支
援特別給付金などにより約
4億 9千万円増加しました。
衛生費は予防接種業務に係
る委託料の増などにより
約 3億円増加しました。土
木費は道路改良事業や下水
道事業への繰出などが減少
したことにより、約 2億 2
千万円減少しました。

※前年度比で金額が大きく増
えた科目について、オレンジ
色にしています。

その他その他
3億1,382万円3億1,382万円
（2.4％）（2.4％）

農林水
産業費

消防費

民生費

土木費

総務費

教育費

衛生費＊＊

歳  出
129億4,160万円

教育費教育費
9億6,621万円（7.5％）9億6,621万円（7.5％）

小中学校、公民館の運営など、
教育全般

公債費公債費
13億149万円（10.0％）13億149万円（10.0％）
事業を行うために借りた
お金の返済金

土木費
15億2,558万円（11.8％）

道路・下水道・河川・橋の整備
や区画整理など

衛生費
10億3,326万円（8.0％）
病気予防に係る各種検診、
ごみ処理など

農林水産業費
5億7,873万円（4.5％）

農林業振興や農用排水路
の整備など

消防費消防費
3億3,821万円（2.6％）

消防団の維持、災害対策など消防団の維持、災害対策など

民生費
43億9,817万円（34.0％）

老人・障害者福祉や保育園費
などの福祉全般

総務費
24億8,613万円（19.2％）

人事、企画、財政、徴税、統計、
選挙など、町の総括的な事務
事業

議会費議会費
商工費商工費
労働費労働費
災害復旧費災害復旧費

1億2,236万円（0.9％）1億2,236万円（0.9％）
1億6,290万円（1.3％）1億6,290万円（1.3％）

2,747万円（0.2％）2,747万円（0.2％）
109万円（0.0％）109万円（0.0％）

歳　出歳　出

主な歳出科目の決算額推移主な歳出科目の決算額推移

令和 3 年度特別会計・公営企業会計の決算令和 3 年度特別会計・公営企業会計の決算
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